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◇ 当選 効力 関 審査申立 対 裁決（ ）………………………………………………

平成 年 月 日付 鳥取県八頭郡若桜町大字浅井 番地 横井昭男 提起 同年 月 日執行

若桜町長選挙 当選 効力 関 審査申立 、同年 月 日付 次 裁決 、

公職選挙法（昭和 年法律第 号）第 条 規定 告示 。

平成 年 月 日

鳥取県選挙管理委員会委員長 中 村 碩 男

裁 決 書

鳥取県八頭郡若桜町大字浅井 番地

審査申立人 横 井 昭 男

上記審査申立人（以下「申立人」 。） 、平成 年 月 日付 提起 同年 月 日執行 若

桜町長選挙（以下「本件選挙」 。） 当選 効力 関 審査申立 、次 裁決

。

主 文

本件審査申立 棄却 。

審 査 申 立 要 旨

申立人 、本件選挙 当選人宮本義雄（以下「本件当選人」 。） 当選 効力 関 、公職選挙

法（昭和 年法律第 号）第 条 引用 地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条 規定

「 準 者」 該当 、公職選挙法第 条 規定 届出

主張 、本件当選人 当選 無効 求 、平成 年 月 日付 若桜町選挙管理委員会（以下「町委員会」

。） 異議 申出 。 対 、町委員会 、同年 月 日付 棄却 決定（以下「町委員会決

選管告示
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定」 。） 、 不服 、当委員会 対 、町委員会決定 取 消 、本件選挙

本件当選人 当選 無効 旨 裁決 求 、本件審査申立 。

理由 要約 、次 。

「本件当選人 、平成 年 月 日 有限会社宮本組（以下「宮本組」 。） 取締役 辞任 、併

代表取締役 退任 、本件選挙時 直接法 規定 抵触 。」 町委員会決定 理由

、本件当選人 、平成 年 月 平成 年 月 若桜町長（以下「町長」 。） 、

宮本組 最有力社員 、宮本組 公共事業 請負契約 執行 者 、 、地方自治法第 条

「 準 者」 該当 、法 規定 抵触 。

「本件当選人 、宮本組 定款 出資金 有 、有限会社法（昭和 年法律第 号） 規定

、宮本組 社員 該当 、昭和 年 月 日付宮城県土木部長 自治庁行政課長回答（以下「行政

実例」 。） 、地方自治法第 条 「 準 者」 該当 。」 町委員会決定

理由 、行政実例 地方自治法第 条 議員 兼業禁止 関 規定 回答 、本

件当選人 地方自治法第 条 「 準 者」 該当 、本件当選人 宮本組

実態 即 判断 。

「本件当選人 「宮本組 一切 関係 有 。 名称 役職 就 会社

何 相談 受 」旨 証言及 宮本組代表取締役宮本道郎 「会社運営 自分 決断

行 、本件当選人 相談 持 本件当選人 指示 受 。本件当選人

出資者 」旨 証言 考慮 、本件当選人 宮本組 対 執行力 責任 有

解 。宮本組 若桜町 請負関係 宮本組 主要部分 占 本件当選人 何 関係

。 公職選挙法第 条 規定 届出 必要 。」 町委員会決定 理由 、

本件当選人 、宮本組 出資者 設立者 、現在 取締役宮本敬子及 代表取締役宮本道郎 親子

関係 、 同居 家族 。 、本件当選人 、宮本組 出資者 権利及 義務 、

有限会社法 社員総会 議決権 有 、取締役 業務執行等 会社 運営 監督是正 権利 有

。本件当選人 平成 年 月 町長 当選 後、町長 、 、宮本組 有力 社員 若桜町

発注 公共事業 請負契約 年間執行 続 、「宮本組 一切 関係 有 。」

本件当選人 証言 虚偽 。 、本件当選人 町長 就任 以来、宮本組 受注 若桜町 公共事

業 請負契約 全部 、町長 、 、宮本組 有力社員 本件当選人 、 宮本

組 対 執行力 責任 有 、「会社運営 自分 決断 行 。」 代

表取締役宮本道郎 証言 虚偽 。 宮本組 本件当選人 何 関係 町委員会決定 不

当 、公職選挙法第 条 規定 届出 必要 。

以上 、町委員会決定 不当 、取 消 。 、本件当選人 、本件選挙

時 地方自治法第 条 「 準 者」 該当 、公職選挙法第 条 規定

届出 行 、当選 無効 。

町 委 員 会 弁 明 要 旨

申立人 、本件当選人 宮本組 出資者 、設立者 、現在 取締役及 代表取締役 親子 関

係 、同居 家族 並 本件当選人 宮本組 出資者 、社員総会 議決 通 会

社 運営 監督是正 権利 有 理由 、公職選挙法第 条 引用 地方自治法第 条

「 準 者」 該当 旨主張 。

、町委員会 本件当選人等 対 証人尋問 行 、本件当選人 宮本組 縁 切 、

後一切関係 持 旨及 宮本組 代表取締役宮本道郎 、本件当選人 宮本組 関 役職

就 、会社 業務運営 関 本件当選人 相談 持 、本件当選人 指示 受
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、業務運営 代表取締役宮本道郎 決断 行 旨 証言 得 。

、行政実例 、有限責任社員 「 準 者」 該当 。申立人 、当該

行政実例 地方自治法第 条 議員 兼業禁止 関 規定 主張 、同法第 条 規定

規定 同趣旨 、有限会社 社員 「 準 者」 含 町委員会 判断 正当

。

諸般 状況 勘案 、検討 結果、本件当選人 宮本組 関 、公職選挙法第 条

規定 届出 必要 判断 。

、本件審査 申立 棄却 裁決 求 。

裁 決 理 由

当委員会 、 審査 申立 要件 審査 結果、適法 認 受理 、町

委員会 審査申立 対 弁明書 提出 求 、 他必要 認 物件及 書類 提出 若

桜町、町委員会及 宮本組 求 等必要事項 調査 行 。

、当委員会 、平成 年 月 日付 申立人 対 、町委員会 提出 弁明書 対 反論書

提出 求 、反論書 提出 。

当委員会 踏 、慎重 厳正 審理 、次 判断 。

申立人 、本件当選人 、宮本組 取締役 辞任 、代表取締役 退任 、代表取締役等 役

員 親子 関係 、同居 家族 、出資者 設立者 社員総会 議決権 取締役 業

務執行等 会社 運営 監督是正 権利 有 等 実態 即 判断 、宮本組 最有力社員

請負契約 執行 者 、地方自治法第 条 「 準 者」 該当 旨 主張

、 点 判断 。

地方自治法第 条 「普通地方公共団体 長 、当該普通地方公共団体 対 請負 者及 支配

人又 主 同一 行為 法人（当該普通地方公共団体 出資 法人 政令 定 除 。）

無限責任社員、取締役若 監査役若 準 者、支配人及 清算人 。」

規定 、 「 準 者」 、法人 無限責任社員、取締役又 監査役 同等程度 執

行力 責任 有 者 意 解 。

本件当選人 宮本組 地位 、本件当選人 、平成 年 月 日 当選告知 受 、町委

員会 同月 日 当選 告示 、商業登記簿 、本件当選人 、 以前 平成 年 月

日 宮本組 取締役 辞任 、代表取締役 退任 、 、定款 、宮本組 出資総額 万円

万円 持分 有 有限責任社員 認 。

有限責任社員 、有限会社法第 条 規定 、 引 受 出資額 限度 会社 対

出資義務 負 、 以上 法的責任 負 。 、有限責任社員 、社員総会 議

決権及 取締役 業務執行 監督是正権 有 、有限会社法第 条 準用 商法（明治 年法

律第 号）第 条第 項 規定 、会社 業務運営 取締役 一任 、社員

日常的 業務運営 参画 想定 、 持分 問 日常的 業務 執行権 有

解 相当 。

確 本件当選人 、宮本組 役員 親子関係 、社員総会 議決権 行使 他 手段

日常的 業務運営 前述 「無限責任社員、取締役又 監査役 同等程度 執行力及 責任」 有

状況 認 足 特別 証拠 、宮本組 有限責任社員 人

判断 相当 。

、本件当選人 、地方自治法第 条 「 準 者」 該当 判断 。
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よって において する の

により のとおり する

、申立人 、町委員会 決定書 引用 行政実例 、地方自治法第 条 規定 議

員 兼業禁止規定 関 回答 、地方自治法第 条 「 準 者」 妥当 旨

主張 、 点 、地方自治法第 条 「普通地方公共団体 議会 議員 、当該普

通地方公共団体 対 請負 者及 支配人又 主 同一 行為 法人 無限責任社員、取締役

若 監査役若 準 者、支配人及 清算人 。」 規定 、前

掲 地方自治法第 条 規定 比較 、両規定 、条文 文言 同一 明 、

普通地方公共団体 議会 議員又 長 当該普通地方公共団体 特別 関係 私企業 隔離 、公正 職

務 執行 期 趣旨 同一 、行政実例 、地方自治法第 条 妥当

考 。

以上 、本件当選人 、若桜町 対 、地方自治法第 条 規定 関係 有 、

公職選挙法第 条 規定 届出 不要 、本件選挙 当選 無効 理由 。

、公職選挙法第 条第 項 準用 行政不服審査法（昭和 年法律第 号）第 条第 項

規定 、主文 裁決 。

平成 年 月 日

鳥取県選挙管理委員会委員長 中 村 碩 男
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